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１．はじめに
　健康と生活の質（Quality of Life：以下，QOL）
は補完・重複する関係にあるといえる。WHO は
「健康とは，身体，精神，社会的に完璧に良好な状
態をいい，単に病気でないとか虚弱でないというこ
とではない」とし，今日の代表的な健康の定義と
なっている（大澤ら2004ｂ）。一方，QOL は概念
が様々で，広範囲にわたること，文化的・宗教的影
響が大きいことから久保田ら（2006）は WHO の
健康の定義がこれまで提案されてきた QOL の概念
を網羅するほど広義であり，QOL の定義に近いと
している。なお，WHO は QOL を「個人が生活す
る文化，価値システムの中で，自分の目標，期待，
基準及び関心に関連して，自分自身が生活の中で置
かれている状況に対する認識」と定義している（大
澤ら2006ａ）。さらに，WHO はどの文化において
もあてはまる QOL の概念の根幹をなす部分を以下
の６つの面に分け定義した（The WHO QOL Group 
1996）。
（1）身体の面（体力・疲労など）
（2）心理の面（前向きな気持ちなど）
（3）自立の程度（可動性，日常生活動作など）
（4）社会的つながり（社会的支援など）
（5）個人の信条や心の持ち方（生きる意志，生き
がいなど）
（6）環境面（医療・介護施設へのアクセスしやす
さなど）
　農産物直売所とは農産物を生産者が持ち込み，卸
売業者や小売業者を介さずに消費者が購入できる施
設である。その運営主体は地方自治体や農業協同組
合（JA）などの大規模なものから，生産者あるい
は生産者グループによる販売所，無人販売所など小
規模なものまで多種多様であり，その数は把握でき
ないほどである。農林水産省が抽出調査した農産物
直売所の平成18年度年間販売額の平均は3,387万円
であり，運営が大規模になると平均8,870万円に，
第３セクターや農業協同組合（JA）では１億円を
超す販売額となる所もある（農林水産省2008）。な
お，福岡県内において把握されている農産物直売
所は222カ所，年間来客数は延べ2,300万人，年間
総販売額は280億円（推計）であり，販売額１億円
を超える農産物直売所は69カ所となっている（福
岡県2009）。販売されるものは地域の特産物，農産
物，加工品などが主である。
　食育が提唱され，食品の品質や安全性が問われる
なか，消費者は生産者がみえるものを求めるように
なっている。したがって，生産者は品質や安全の保
障・管理に責任を持って取り組むことになる。この
ような生産者に対して消費者は「あの農産物は○○
さんが良い」と評価し，購入のきっかけとなること
もある。そして，生産者と消費者との間に生じた良
好な信頼感によって，さらに品質や安全性が向上す
るという好循環をもたらすといえる。また，農産物
直売所に消費者を呼び込むために，駐車場や外観の
整備，生産物の旬に応じたイベントなどを行ってい
る。農産物直売所が，生産者に経済的自立や生産者
と消費者にコミュニケーションの機会を提供し，生
きがいをもたらす（白武2003；甲斐ら2006）ので
あれば健康・QOL の向上が図られると考えられる。
そこで，農産物直売所に出荷する生産者の健康実態
と変化を明らかにすることを目的に福岡県内の農産
物直売所の出荷者を対象に調査を行った。
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２．研究の方法
　調査の方法，対象者は以下のとおりである。
・配布時期：５月下旬～６月上旬。
・回収時期：６月中旬～下旬。
・方法：自己記入式質問紙を用い，無記名にて回答
してもらった。
・調査内容：出荷者の基本的属性，出荷の頻度や
売上げ，健康の変化とした。さらに，米沢ら
（1997）による地域の状況，波多野ら（1987）
による健康状態のチェックについて，それぞれ
項目を WHO の QOL の概念の根幹（The WHO 
QOL Group 1996）から見直したのち，設定しな
おした。
・対象：協力の承諾が得られた直売所７カ所。出荷
者が出荷時に調査用紙を配布した。
・回収数・率：592／840部（70.5%）
・有効回答数・率（健康の変化、健康チェックに欠
損が無かったもの）：340／840部（40.5%）
３．結果と考察
１）出荷者
　本研究の有効回答者は男性125人（36.8％，平
均54.3±1.0歳，22－82歳），女性215人（63.2％，
平均58.8±0.9歳，22－83歳）であった。性別には
p<0.001で有意差があり，女性が多いという結果で
あった。年齢構成を表１に示した。農産物を生産す
ることにはいわゆる定年がないことから20代から
80代までの幅広い年齢構成となった。その中で男
女ともに50代および60代はあわせて全体の６割以
上を占めていた。農産物直売所への出荷歴は平均
5.9±4.3年であり，最も長い者で19年であった。
　表２には職業を示した。専業および兼業の農家は
７割以上を占めた。出荷者は必ずしも農家であるわ
けでないことがわかった。農家に次いで多かったの
は自営業であり，農産物直売所がサテライトとして
の役割を持つことも示唆される。
　出荷の頻度を表３に示した。出荷者は約半数が毎
日出荷しており，週に１回出荷している者は85％
を超えることがわかった。表４は年間販売額を表
したものである。年間50万円以内の者が最も多く，
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表１　出荷者の年齢構成 単位：人（％）
20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 無回答 計
男性 6（4.8）
14
（11.2）
17
（13.6）
35
（28.0）
40
（32.0）
11
（8.8）
2
（1.6） 0 125
女性 1（0.5）
9
（4.2）
23
（10.7）
74
（34.4）
75
（34.9）
30
（14.0）
2
（0.9）
1
（0.5） 215
全体 7（2.1）
23
（6.8）
40
（11.8）
109
（32.1）
115
（33.8）
41
（12.1）
4
（1.2）
1
（0.3） 340
表２　出荷者の職業 単位：人（％）
専業農家 兼業農家 会社員（町内）
会社員
（町外） 自営業 団体職員 公務員
パート
タイマー 漁業 その他 無回答 計
132
（38.8）
86
（25.3）
11
（3.2）
12
（3.2）
51
（15.0）
4
（1.2）
2
（0.6）
9
（2.6）
7
（2.1）
18
（5.3）
8
（2.4） 340
表３　出荷頻度 単位：人（％）
毎日 ２日に１度 週に１～２回 月に数回 年に数回 無回答 計
165
（48.5）
65
（19.1）
60
（17.6）
29
（8.5）
13
（3.8）
8
（2.4） 340
表４　年間販売額 単位：上段：万円　下段：人（％）
～ 50 51～ 100
101
～ 200
201
～ 300
301
～ 400
401
～ 500
501
～ 700 701 ～ 無回答 計
98
（28.8）
63
（18.5）
57
（16.8）
37
（10.9）
23
（6.8）
16
（4.7）
13
（3.8）
22
（6.5）
11
（3.2） 340
269
200万円以内で６割を占めていた。
２）出荷者の健康
（1）現在の健康状態
　表５に現在の健康状態を表した。「はい」の回答
が健康上，望ましい回答であり，さらに，「はい」
の回答を１点として各領域の平均点を算出した。そ
の結果，精神面，食生活，身体面，社会性の順に高
い平均点を示した。一方，最も低かったのは運動
習慣であり，「はい」よりも「いいえ」の回答が多
かったものは４項目であった。そして，運動習慣の
４項目は運動不足の認識や日常生活における身体活
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表５　健康チェック表
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動の機会などをたずねていることから，身体活動量
が不足していることがわかった。
　図１には健康チェックから得られる各領域の合計
をもとに，決定木分析を行った結果である。強い相
関がある R2乗値＝0.7以上になるところで分岐を停
止した。健康チェックにおいて最も平均値に差がみ
られるのは精神面（得点６）による２分割であっ
た。その後は対数価値が大きいものを順次みると，
次いで平均値に差が見られるのは精神面（>6）に
おける身体面（得点８），精神面（<6）における社
会性（得点４），身体面（>8）における仕事と休息
（得点７）ということがわかった。したがって，出
荷者の健康には精神面が最も寄与し，次いで身体
面，社会性，仕事と休息の順であることが示唆さ
れた。これらの領域で「はい」の回答が高かった
のは，精神面「生きる目標を持っている」，身体面
「病気で仕事を休むことはない方である」，社会性
「人生は出会いであるという実感がある」，仕事と
休息「仕事を始めるとき，元気がある」であった。
生きがいや人との出会い，仕事が健康に良い影響を
与えているのではないかと考えられる。
（2）健康の変化
　農産物直売所に出荷を始めてからの健康の変化を
表６に示した。約３割の者に元気になったという結
果が得られた。元気になった者の36.9％は身体が
丈夫になったといい，25.2％は病気をしなくなっ
たという回答を得られた。表７に農産物直売所に出
荷を始めてからの病院への通院回数を示した。通院
回数は約７割の者が変わらなかったものの，約２割
の者に通院回数の減少がみられた。
　農産物直売所に加入してからの年数と健康の変化
との間に有意な関係はみられなかった。また，健康
の変化と出荷頻度との間，年間販売額との間にも有
意な関係はみられなかった。そして，通院回数の変
化と健康の変化には p<0.01で有意な関係がみられ
た。農業や出荷作業など身体を使った仕事ができる
ことは元気である必要があるため，このような結果
図1　健康チェックの回帰木
表６　健康の変化 単位：人（％）
元気になった 変らない 元気がなくなった 計
103（30.3） 223（65.6） 14（4.1） 340
表７　通院回数 単位：人（％）
減った 変らない 増えた 無回答 計
64（18.8） 235（69.1） 21（6.2） 20（5.9） 340
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になったと考えられる。また，通院回数が減った
り，変化しなかったりしたことから加齢による身体
機能への支障にも変化がないため変わらないという
割合が高くなったことも推察される。
　農産物直売所に出荷を始めてからの気持ちの変化
を表８に示した。約半数の者は楽しくなったという
結果になった。楽しくなった理由（複数回答）は
人との触れ合いがあるから（48.8％），自分で作っ
たものに自分で値段が付けられるから（38.2％），
経済的に豊かになった（15.3％）の順に高い割合
を示した。気持ちの変化と健康の変化との間には
Pearson の検定により p<0.01で有意な関係が得ら
れた。このことから，出荷者の気持ちの変化は健康
へも影響を及ぼしていることが示唆された。
表８　気持ちの変化 単位：人（％）
楽しくなった 変らない 楽しくなくなった 無回答 計
242（48.8） 87（256） 6（1.8） 5（1.5） 340
３）出荷者からみた地域の変化
　出荷者からみた地域の変化を図２に示した。出荷
者の約半数は地域に活気がでてきたと回答した。そ
して，10項目の条件（米沢ら1997）から地域を判
断してもらった結果を図３に示した。出荷者は交通
条件や買い物などの利便性は良くなったものの，自
然環境や働く場所，生活のゆとりは悪くなったと認
識していることがわかった。また，公共性の高い教
育，医療，福祉の環境や文化・スポーツ施設，余暇
を過ごす場所の充実は変化がないと認識しているこ
とがわかった。
４．おわりに
　農産物直売所は消費者側からは商品の鮮度，安全
性， 品質，価格，生産者とのふれあいを期待してい
る（櫻井2001；甲斐2005ｂ；甲斐2007ａ）。この
消費者のニーズを反映させることが消費者の取り込
みやリピートのために農産物直売所が行う重要課題
であるといえる。よって，農産物直売所は出荷者に
対して出荷する商品の鮮度，安全性， 品質，さらに
適切な価格設定を要求することになる。出荷者は消
費者からの期待，農産物直売所からの要求に応えよ
うと行動することが考えられる。つまり，商品に対
する様々な要求は出荷者にとってやりがいでもあ
り，自己効力感（その行動をどの程度うまくできる
かという期待を認知すること（WHO 1997））や自
己信頼感，セルフエスティーム（自分は価値ある存
在だと認識すること（WHO 1997））などの精神面
での健康を高める重要な役割を果たすともいえる。
　一方，出荷者が農産物直売所に期待できることは
商品の規格や出荷単位の制約を受けずに自由に販売
できること，自由に価格設定ができること，日々の
販売成果がわかること，消費者の声が聞けること，
出荷者同士や消費者との交流ができること，高齢者
や女性が参加しやすいことなどがあげられる（櫻
井2001；白武2003；甲斐2005ｂ；甲斐2007ａ）。
これらのことは出荷者にとって，自己有能感や意思
決定，他者とのコミュニケーション，経済的自立を
もたらすといえる。
　QOL を規定するのは個人の状態（身体面，心理
面，社会的健康状態と社会経済的地位）と環境条
件であり，個人の主観によって評価され（主観的
QOL），役割達成感をもって生きがいにつながると
考えられている（柴田1996；出村ら2006）。本研
究の結果をこの QOL の規定から検討すると精神面
や社会性における健康度の高さはライフスキル（日
常生活における様々な問題・要求に対して，建設的
かつ効果的に対処する能力（WHO 1997））の高さ
でもあり，QOL の向上に貢献していると考えられ
る。しかしながら，運動不足の認識や歩くことを避
ける，運動を心がけるなどの運動習慣からみた健康
度の低さは，将来的な身体機能の低下，日常生活動
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図２　10年間の活気の変化
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作の低下を招く可能性があり今後の課題となるとい
える。
　生きがいは家族，地域社会やそれらを包み込む社
会全体の社会的経済的文化構造やその社会に支配的
な価値のあり方にも規定される（安藤ら1976）こ
とから農産物直売所が果たす役割を検討することも
重要である。農産物直売所の成功は売上高といった
経済的意義もあるが，生産者からの消費者への直接
販売という特質を持つため，個々の生産者の特質
（人格性や個別性）の発揮が生かされているかと
いうことが重要であるという（細谷ら2006）。つま
り，販売されている商品は出荷者がそれぞれに持ち
込むものであり，商品のパッケージやレシピの提供
などにも配慮するということになる。また，農産物
直売所に出荷される農産物を主体に弁当や総菜の調
理販売を行い，学校給食への提供なども行われてい
る（甲斐ら2007ｂ）。このようなことにおいても，
出荷者はより自分の個性を発揮する機会を得ること
ができると考えられる。そして，農産物直売所は出
荷者の特質を利用しながら，消費者へ「ここでなけ
れば」と認識してもらうことも必要なのだろう。さ
らに，グリーン・ツーリズムという観点から都市と
農山漁村地域との交流（甲斐ら2005ａ），それに伴
うホスピタリティなども農産物直売所が地域貢献で
きることのひとつである。つまり，人と触れあえる
場の提供を農産物直売所は担っているともいえる。
農産物直売所の可能性は出荷者の可能性を引き出す
ものであると考えられる。
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